
令和８年度 特殊無線技士養成課程 受講のご案内 
  

公益財団法人日本無線協会沖縄支部 

〒900-0027 那覇市山下町１８－２６ 

山下市街地住宅２階 Ａ－２０１ 

TEL０９８－８４０－１８１６ FAX０９８－８４０－１８１７ 

 

１ 募集する養成課程 

募集する養成課程の資格及び実施日等は次のとおりです。 

資 格 実施場所（講習会場） 実 施 年 月 日  募集人員 受  講  料  等 

第二級陸上 

特殊無線技士 

沖縄船員会館 

那覇市前島３丁目２５番５０号 

電話０９８－８６８－２７７５ 

令和８年 

１０月２１日～２２日 

（申込は８月１日から） 

 

３０名 

（１０名)※ 

  

３０，６５０円 

（内訳） 

受講料  ２６，０００円 

消費税   ２，６００円 

免許申請料２，０５０円 

※ （ ）の人数は最低募集人員です。（ ）の人数以下の場合は、講習を実施しない場合もあります。    

▲他の機関での募集状況については、下記９に掲載しております。 

 

授業時間及び修了試験の時間 

  資 格  授業科目、修了試験の時間 

第一級陸上特殊無線技士 法規６時間、無線工学４８時間、修了試験２時間２０分 

第二級陸上特殊無線技士 法規５時間、無線工学４時間、修了試験１時間３０分 

第三級陸上特殊無線技士 法規４時間、無線工学２時間、修了試験１時間３０分 

第二級海上特殊無線技士 法規８時間、無線工学５時間、修了試験１時間３０分 

第三級海上特殊無線技士 法規４時間、無線工学２時間、修了試験１時間 

 

２ 受講するための資格要件 

第二級陸上特殊無線技士、第三級陸上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技士及び第三級海上特殊無

線技士を受講する場合は、資格要件はありません。どなたでも受講できます。 

  第一級陸上特殊無線技士を受講する場合は、次の受講要件を満たす必要があります。 

(1) 学校教育法第１条に規定する高等学校又は中等教育学校の電気科又は電気通信科を卒業した者。 

(2) 学校教育法による大学、短期大学、高等専門学校、高等学校又は中等教育学校（高等学校又は中等

教育学校の電気科又は電気通信科を除く。）の電気通信に関する課程を有する学科を卒業した者。 

(3) 学校教育法による大学の電気通信に関する課程を有する学科を１年次以上修了した者又は高等専

門学校の電気通信に関する課程を有する学科を３年次以上修了した者。 

(4) 入学資格を学校教育法５７条に規定する者とする修業年限が３年以上の学校（（2）に掲げる者を除

く。）の電気通信に関する課程を有する学科を卒業した者。 

(5) 入学資格を学校教育法第９０条に規定する修業年限が１年以上の学校等（（2）又は（3）に掲げ 

  る者を除く。）の電気通信に関する課程を有する学科を卒業し、又は修了した者（「修了した者」に 

  ついては、１年以上を修了した者に限る。）。 

(6)  第二級総合無線通信士、第三級総合無線通信士、第一級海上無線通信士、第二級海上無線通信士、 

  第四級海上無線通信士又は航空無線通信士の資格を有する者。 



(7) 受講申込み前５年以内に通算して３年以上（学校教育法による高等学校又は中等教育学校を卒業  

  した者（（2）に掲げるものを除く。）及びこれに準ずる者の場合は１年以上）多重無線設備の保守の 

  補助又は搬送端局設備若しくは電力線搬送端局設備の保守に従事した経歴を有する者。この場合に 

おいて、高等学校を卒業した者、学校教育法第９０条第１項に規定する大学に入学することができる 

者とする。（証明書様式はここをクリック） 

(8）日本無線協会が実施する第一級陸上特殊無線技士の※選抜試験に合格した者（合格通知が必要で

す。）（選抜試験はここをクリック） 

 

３ 受付期間 

 受講申込みの受付期間は、「原則、講習開始日の２カ月前の月の 1日から１０日前まで」です。 

 受講申込みは、日本無線協会ホームページに掲載されている「公募養成課程のインターネト申込画

面」からお申込ください。 

募集人員に達した場合は、受付期間内であっても締め切ります。なお、受付期間を過ぎても定員に

満たない場合は、引き続き受け付けますのでご相談ください。 

 電話やＦＡＸによる予約又は申込みの受付けは行っていませんのでご注意ください。 

 

４ 受講申込の方法 

 受講希望者は、「日本無線協会のホームページの「「公募養成課程のインターネト申込画面」から申

込頂き、次の書類「写真、氏名及び生年月日証する書類」を日本無線協会沖縄支部へ直接または郵送

により提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

５ 受講案内等の関係書類の送付 

 「公募養成課程のインターネット申込」で申し込み後、登録したアドレス宛にメールにて仮受講票や受

講料支払い情報等の関係書類が自動送信されます。 

 受講票や講習で使用する教材は、講習会場でお渡しします。 

 

【提出先】〒９００－００２７ 那覇市山下町１８－２６ 山下市街地住宅 ２階 Ａ－２０１ 

      公益財団法人 日本無線協会沖縄支部 

      TEL ０９８－８４０－１８１６  FAX ０９８－８４０－１８１７ 

受講申込 
日本無線協会ホームページの「公募養成課程のインターネット申込」から 

申込ください。             （受講申込はここをクリック） 

写真３枚 

（同一のもの） 

・無背景の縦３０mm×横２４mm で裏側に資格、氏名を記入 

したもの。 

・無帽、正面、上三分身（胸から上）、無背景、縁取りの 

ないもので申込前６ヶ月以内に撮影したもの。  

氏名及び生年月日を

証する書類 

（①から③のうち１通） 

① 住民票コード（注１） 

② 住民票（個人番号（マイナンバー）が記載されていないもの。コピー不可） 

③ 次のものの写しいずれか１通 

 ・無線従事者免許証  ・電気通信主任技術者証 ・工事担任者資格者証 

（注１） 住民票コードを利用する場合は受講申込書の「住民票コードの利用」の欄の「あり」を○で囲ん

でください。 

https://www.nichimu.or.jp/vc-files/kousyu-yousei/pdf/honbu/keireki_honbu.pdf
https://www.nichimu.or.jp/vc-files/kousyu-yousei/pdf/honbu/senbatsu.pdf
https://www.nichimu.or.jp/kousyu-yousei/e-entry/e-entry.html


６ 受講料等及びその支払い 

(1) 受講料等（受講料、免許申請手数料及び消費税の合計金額）は、受講日の１０日前までに「公募養成

課程のインターネット申込」で選択した支払い方法（コンビネスストア、銀行振込、ペイジー）により

お支払いください。（振込手数料はお客様ご負担となります。）。 

(2)納入された受講料は、講習開始日の前日までに受講の取消しの申出があった場合は、請求によりお

預かりした金額から送金手数料を差し引いた額をお返しします。 

(3)免許申請手数料 2,050 円を受講料と一緒にお預かりします。修了試験が不合格となった場合や受講

取消しの申し出があった場合には免許申請手数料はお返しします。 

 

７ 受講上の注意 

(1) 仮受講票（メール本文を印刷又はスマホ画面で提示）は、講習日には必ずご持参してください。 

(2) 欠席や遅刻をしないよう注意してください（受講時間が不足すると修了試験を受けられません。）。 

(3) 申込み後、都合により受講できなくなった場合は、必ずご連絡ください。 

(4) 講習会場には駐車場がありません。公共交通機関をご利用ください。 

(5) 車椅子をご利用の者は、あらかじめご連絡ください。 

 

８ 「受託型」養成課程講習会 

  他の機関等から依頼を受けて実施する養成講習会「受託型」を希望される機関は 

（公財）日本無線協会沖縄支部へ電話等でご相談ください。（電話 098-840-1816） 

 

９ 他の機関で募集している養成課程講習会「受託型」の予定は次の通りです。 

（１）第二級海上特殊無線技士（実施場所：那覇市内） 

 募 集 機 関 実 施 予 定 年 月 日 募集人数 

（一社）全国船舶無線協会沖縄支部 

電話：098-836-5359 

①令和８年６月  ３日間 予定 

②令和８年１１月 ３日間 予定 

４０名※１ 

（20名）※２ 

（株）日本海洋資格センター沖縄事務所 

        電話：098-868-3400 

①令和８年９月  ３日間 予定 

②令和９年２月  ３日間 予定 

４０名※１ 

（20名）※２ 

 

（２）第三級陸上特殊無線技士（実施場所：那覇市内） 

 募 集 機 関 実 施 予 定 年 月 日 募集人数 

（一社）全国陸上無線協会沖縄支部 

電話：098-831-9010 
①令和８年１１月  １日間 予定 

４０名※１ 

（20名）※２ 

※１：募集人数は変更する場合があります。 

※２：（ ）の人数は最低募集人数です。（ ）の人数以下の場合は、講習を実施しない場合があります。 

※３：詳細については、各実施機関へ問合せください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


